
四国厚生支局は
地域包括ケアシステムの構築を推進します

～ 地域包括ケアシステムについて ～

四国厚生支局
Shikoku Regional Bureau of Health and Welfare

厚生労働省
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資料１



 団塊の世代（約800万人）が75歳以上となる2025年（平成37年）以降は、国民の医療や介護の需
要が、さらに増加することが見込まれています。

 このため、厚生労働省では、2025年（平成37年）を目途に、重度な介護状態になっても住み慣れ
た地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、住まい・医療・介護・予
防・生活支援が一体的に提供される体制の構築を推進しています。

 この必要な支援が一体的に提供される体制を「地域包括ケアシステム」といいます。
 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるために

も、地域包括ケアシステムの構築が重要です。

地域包括ケアシステムとは？

いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３
０分以内に必要なサービスが提供される
日常生活圏域（具体的には中学校区）を
単位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院 通所・入所
病院：
急性期、回復期、慢性期

介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

病気になったら･･･

医 療 地域包括ケアシステムの姿

■施設・居住系サービス
・介護ｔ老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護 等
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高齢化
（人口）

単身化
（家族）

非正規化
（雇用）

人生１００年時代
（生き方）

人口減少
（地域）（支え手）

これまで

これから

１９７０年代以降 １９８０年代以降 １９９０年代以降

2040年に向けた社会経済の変化

IT化
グローバル

化
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高齢者

住まい

高度急性期

急性期医療

回復期医療

地域の支え合い＊

移動・公共交通

各種生活サービス

相談（地域包
括支援センター）

慢性期医療

介護施設

介護ｻｰﾋﾞｽ

ケアマネジャー

介護予防

健康づくり

就労支援

社会貢献

地域包括ケアの縦軸と横軸

＊
・見まもり
・買い物
・通院の付き添い
・ごみの分別
・預金の引きおろし
・役場の手続きなど

6
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【特別養護老人ホーム・
老人保健施設】

【在宅介護サービス】

【急性期病院】

【高度急性期
病院】

【回復期病院】

・医師・看護師を多く配置

・質の高い医療と手厚い看
護により、早期に「急性期後
の病院」や「リハビリ病院」に
転院可能

・いつでも必要な場合に往診してくれる医
師が近くにいて、必要な訪問看護サービ
スを受けることができる。

在宅
医療

・サービス付き高齢者向け住宅
や有料老人ホームなど高齢者
が安心して暮らせる多様な住ま
い

老人クラブ・自治会・ボランティア・ＮＰＯ 等

【生活支援・介護予防】

・ボランティア、ＮＰＯ等の多様な主体による見守り、配食、
買い物支援等の生活支援サービスが充実
・社会参加が推進され地域での介護予防活動が充実

・２４時間対応の訪問介護・看
護サービス、小規模多機能型
居宅介護等により、高齢者の
在宅生活を支援

入院医療 介護

「地域包括ケアシステムの整備」
医療、介護、住まい、予防、生活支援サービ
スが身近な地域で包括的に確保される体制
を構築

連携強化

・病院の退院調整スタッフが連携先の
身近な病院を紹介
・自分で転院先を探す必要がない

【慢性期病院】

・身近なところで集中的なリハビ
リを受けることができる。

・早期の在宅復帰、
社会復帰が可能

発症
住まい

（患者さん・家族）

・地域の拠点として在宅介護サービス等も積極的に展開

外来
医療

歯科
医療

薬局

有床
診療所

縦軸 かかりつけ医
時々入院、ほぼ在宅
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・本格的高齢化社会
→ 地域での暮らしの重要性が増す

・人口減少社会
→ 地域の課題・困りごとを地域で解決する選択肢

・横軸の地域包括ケアは、地域共生社会につながり、
地域づくりにつながる
→ 縦割りでなく横串(課題の範囲は生活全般)

住民協働（住民と行政）、専門職のバックアップ
行政は健康福祉部だけでなく商工労政部、企画部、総務部、
市民部等幅広く連携が必要
介護保険の地域支援事業の有効活用

横軸＝地域共生社会→地域づくり



○社会全体で高齢者等を支えるため、介護サービスだけでなく、地域の自助、互助を最大限活用す
ることが必要。

社会全体で高齢者等を支える

関係府省と連携し、地域の取組を支援

市町村が中心となって日常生活圏域等で自助・共助のネットワークを作る

関係団体や民間企業などの協力を得て、社会全体で高齢者等の人びとを支える取組を展開 9



（出典）平成27 年度老人保健健康増進等事業「地域包括ケアシステム構築に向けた民間企業による高齢者向けヘルスケアビジネス等の展開に関する調査研究事業」

様々な企業の取り組み事例
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これからの
地域づくり戦略

集い・互い・知恵を出し合い

３部作 1.0版
11

抜粋版



地域づくりは、とても重要な、古くて新しいテーマです。

地域づくりの考えが土台になければ、例えば介護保険制度も、保険料を集めて給付をすればそれでよしということになりかね
ず、暮らしや生活を支える（＝福祉の増進を図る）という本来の目的を忘れてしまうおそれがあります。

他方、地域づくりの現状は、自治体によって大きな差があると感じます。積極的に取り組んでいる自治体の方々と意見交換
をして、どうすれば他の自治体にも広げることができるのか、私たちなりに考えてみました。その結果が、この冊子です。

不十分な所が多々あると思いますが、活用しながら進化させればよいと考え、まずは形にしました。今後、多くの方々の意見
を聴く中で修正し、何度も版を改めていきたいと考えています。

地域づくりは、法令や制度よりも実践が重要です。この冊子が首長をはじめ自治体の皆さま等とのコミュニケーション・ツール
として活用され、お互いの認識や思いが合わさり、そうして全国各地にいい取組が広がることを願います。

平成31年3月19日 厚生労働省老健局

はじめに

はじめに 12



これからの
地域づくり戦略

高齢者が集えば、地域が変わる

集い編第1部
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高齢化による
介護・福祉の問題

地域の
つながりの衰退

増え続ける
保険料

地域の抱える悩み

１－１ 14



住民の
元気アップ

地域
コミュニティ
の再生

保険料の
伸びの抑制

きっかけは
高齢者にあり

地域を変える起点

１－２ 15



■参加すること、体操することで、元気になる

■集まることで、地域がつながる

■つながる地域が、まちを変える

具体的方策

体操等の「通いの場」が、まちを変える。

１－３ 16



まずは体操等の「通いの場」づくりから

身体を動かしたりする身近な場所･･･これをたくさん用意する

■週１回集まって、30分~60分程度の軽い体操＋お茶を飲む

■歩いて5～10分で行ける身近な場所

■中心は70代～90代の人。誰でも参加可能

■週1回の軽い体操以外に、健康教室、料理教室、サロンなどの

メニューももちろんOK。無理のない範囲で実施を

■住民がお客さん(客体)ではなく、主体となることも重要

体操等の「通いの場」を作っても、最初は人が集まらないこともありうる。

口コミで徐々に利用者を増やすなど、地道に取り組みを続けることが大事。

交流会やポイントへの反映、表彰を行うなど工夫や仕掛けも考える。

人々の集まりは、「互助」の基盤にもなる。

１－４ 17



体操等の通いの場のイメージ

１－５

体操等の「通いの場」
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地域の実情に応じた工夫

皆さんの苦心や工夫を教えてください。

中山間地域では

集落の集会場や空き地等

を使う。自宅を開放する。

積雪地では

有線放送やCATVで自宅

での運動で代替する。

移動の支援をする。

都心では

ショッピングモール、

カフェ等の民間のスペー

スを見つけて借りる。

大規模団地では

団地の集会所や空き

スペースを使う。

回数を増やす。

１－６
※ 特養の地域交流スペース等を活用することも考えられる
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さまざまな「通いの場」と互助への発展

「軽い体操」は地域に応じていろいろ

■いきいき百歳体操 (高知市)

■シルバーリハビリ体操 (茨城県)

■元気でまっせ体操 (大阪府大東市）

■ころばん体操 (荒川区)

■ KOTO活き粋体操 (江東区)

■ひろばde体操 (吹田市)

■いきいき公園体操 (大田区)

etc・・・

外で実施

外で実施

暮らしのサポートセンターサンクス

(福岡県福津市)

多世代交流 困りごと手助け

１－７

高齢者の助け合いの拠点。

イベントを通じた子どもたちとの交流。

持ち込みOKのBar(じっちゃん婆(Bar))を開催。

商業施設での介護予防教室＋買い物支援

＋送迎サービス。地域団体、介護事業所、社会

福祉法人、企業が協働して運営。

幸せます健康くらぶ

(山口県防府市)

人々が集まる通いの場は互助の基盤ともなる。

20



期待される効果

▶ 高齢者がますます元気になる

▶ 地域のつながりづくりのきっかけになる

地域づくりによる高齢者に対する効果例：サロン参加による虚弱割合の効果

65歳以上の高齢者21,844名を対象

として分析した結果、サロンへの参

加群の虚弱の割合が低いことを確

認

日本医療研究開発機構（AMED）研究事業「地域づくりによる介護予防を推進するための研究（平成27-29年度課題）」

主任研究者近藤克則（千葉大学）

１－15 21



これからの
地域づくり戦略

互助を見つける、互助を育む

互い編第2部

22



？

医療

介護 健康づくり

高齢者の暮らしを支えるために必要なものは？

２－１ 23



医療
（医療機関）

健康づくり
（行政等）

介護
（事業者）

日々の生活の支援
（地域の支え合い・「互助」）

見守り

ゴミの分別

「互助」が、地域の高齢者の暮らしを支える

電球取替

買い物病院付き添い

役場の手続

２－２

移動支援

24



■ご近所づきあい

■町内会

■老人クラブ

■校区社協

■協同組合

など

■生活支援コーディネーター(SC)・

SC協議体

■介護支援ボランティア

■認知症サポーター・チームオレンジ

■認知症地域支援推進員

■住まいの確保支援・生活支援

互助を手厚くするには

地域に既にある互助を
見つけ、育む

制度を活用して、新たな
「互助」を生み出し、育てていく

２－３ 25



これからの
地域づくり戦略

多職種が知恵を出し合い、地域の課題を解決する

知恵を
出し合い編第3部

26



人の悩みはそれぞれ

助けの手もそれぞれ

今見えているものだけで、十分ですか？

高齢者の悩みを解決したいけれど…

３－１ 27



介護や福祉、医療などの専門職が話すことで、

思いもよらぬ支援とマッチングできる。

知恵を出し合えば、解決できる

３－２ 28



個人の悩みは、地域の悩み

その解決は、地域を変える

地域の課題は、地域が解決する

３－３ 29



「地域ケア会議」は

専門職が知恵を持ち寄る場

医師、歯科医師、
薬剤師、看護師、
リハビリ等の専門

職

市町村
(主催者)

地域包括
支援センター

（保健師、主任ケアマネ、
社福士）

解決に向けて知恵を出し合う場「地域ケア会議」

ケアマネジャー

生活支援
コーディネーター

■「地域ケア会議」とは、
・ 市町村等が主催し、
・ 医療・介護の専門職に加え、地域包括支援セン
ターや生活支援コーディネーター等の多くの職種
が一堂に会することで、
・ 個々の高齢者の課題を明らかにし、効果的な支援
方法を幅広く検討するための会議。

■個別課題の積み重ねから地域課題を発見し、市町村と
しての政策形成につなげていくことも期待される。

■しかし、残念ながら、うまく機能している地域は多く
ない。

３－４ 30
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○ 地域包括ケアシステムの実現に向けて、高齢者の社会参加・介護予防に向けた取組、配食・見守り等の生活支援体制の整備、在宅生活を
支える医療と介護の連携及び認知症の方への支援の仕組み等を一体的に推進しながら、高齢者を地域で支えていく体制を構築するため、
市町村において「地域支援事業」を実施。

○地域支援事業の事業内容 ※金額は積算上の公費 （括弧書きは国費）

（１）介護予防・日常生活支援総合事業（新しい総合事業）
① 介護予防・生活支援サービス事業
ア 訪問型サービス
イ 通所型サービス
ウ その他の生活支援サービス（配食、見守り等）
エ 介護予防ケアマネジメント

② 一般介護予防事業（旧介護予防事業を再編）
ア 介護予防把握事業
イ 介護予防普及啓発事業
ウ 地域介護予防活動支援事業
エ 一般介護予防事業評価事業
オ 地域リハビリテーション活動支援事業

（２）包括的支援事業・任意事業
① 包括的支援事業
ア 地域包括支援センターの運営
ⅰ）介護予防ケアマネジメント業務
ⅱ）総合相談支援業務
ⅲ）権利擁護業務（虐待の防止、虐待の早期発見等）
ⅳ）包括的・継続的マネジメント支援業務
※支援困難事例に関するケアマネジャーへの助言、
地域のケアマネジャーのネットワークづくり 等

イ 社会保障の充実
ⅰ）認知症施策の推進
ⅱ）在宅医療・介護連携の推進
ⅲ）地域ケア会議の実施
ⅳ）生活支援コーディネーターの配置

② 任意事業
・介護給付等費用適正化事業、家族介護支援事業 等

○地域支援事業の事業費

市町村は、政令で定める事業費の上限の範囲内で、介護保険事業計画にお

いて地域支援事業の内容、事業費を定めることとされている。

【事業費の上限】

① 介護予防・日常生活支援総合事業

○ 事業移行前年度実績に市町村の75歳以上高齢者の伸びを乗じた額

② 包括的支援事業・任意事業

○ 「26年度の介護給付費の２％」×「高齢者数の伸び率」

○地域支援事業の財源構成

○ 費用負担割合は、第２号は負担せず、

その分を公費で賄う。

（国：都道府県：市町村＝２：１：１）

介護予防・日常生活支援総合事業 包括的支援事業・任意事業

【財源構成】 【財源構成】

○ 費用負担割合は、居宅給付費の
財源構成と同じ。

１号
２３％

１号
２３％

２号
２７％

都道府県
１２．５％

国
２５％

市町村
１２．５％

市町村

１９．２５％

都道府県

１９．２５％

国
３８.５％

地域支援事業の概要 平成31年度予算 公費3,882億円、国費1,941億円

1,978億円 （989億円）

1,905億円 （952億円）

うちイ、社会保障充実分
534億円 （267億円）

（財源構成の割合は第７期以降の割合）
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土木

交通

産業

農林都市計画

環境

コミュニティ

福祉

両者の視点
を融合

○相談者の困り事を支援することを積
み重ねながら、地域をつくる。
⇒個人の課題を中心に「地域」を捉
える。

⇒本人が暮らすその地域を基盤とし
て、地域を良くするという視点。

○地域全体の課題を解決するために地
域づくりを行うという視点。

○地域経済や資源などが地域の中で循
環し、持続的に循環する仕組みを地
域の中につくっていく。

福祉における地域づくり

地域経済、地域再生における地域づくり

地域づくりの視点
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http://www.fumira.jp/cut/medical/file328.htm


ご清聴ありがとうございました
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